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　1．はじめに
























期の営業利益の額」を「Scope １及び Scope ２の CO2 排出量を合算した排出量」で除した値
を「炭素生産性」と定義し、この炭素生産性の数値を 2013 年から 2016 年の 4 年間で、毎期
改善した企業を抽出した。炭素生産性を改善している企業がデカップリングを実現している













































































































































































2012 年度から 2016 年度までの自社の Scope1 と
Scope2 の CO2 排出量を開示している企業 762 社
について実態を調査した 11。その結果、以下のこ
とがわかった。







②　 この 223 社の中で、企業数が比較的多い業種
で炭素生産性を改善した企業の割合が高かっ
た業種は、化学が 91 社中 48 社（53％）、繊
維製品が 15 社 8 社（53％）と 50％以上の企
業が炭素生産性を 4 期連続で改善していた。
次に建設業（31 社中 15 社（48％））、陸運業（20
社中 8 社（40％））、ガラス・土石製品（13 社
中 5 社（38％））と続いた（図表 3）。
③　 一方で、炭素生産性を改善した企業の割合が
企業数に対して低かった業種は、医薬品（23
社中 2 社（9％）、ゴム製品（10 社中 1 社（10％））、
倉庫・運輸関連業（8 社中 1 社（13％））、卸
売業（49 社中 7 社（14％）、保険業（6 社中 1














1 繊維製品 15 8 53% 16 その他製品 21 5 24%
1 化学 91 48 53% 19 パルプ・紙 9 2 22%
3 ⽔産・農林業 2 1 50% 20 精密機器 10 2 20%
4 建設業 31 15 48% 21 ⾦属製品 17 3 18%
5 陸運業 20 8 40% 22 サービス業 18 3 17%
6 ガラス・土石製品 13 5 38% 23 銀⾏業 18 3 17%
7 輸送用機器 45 15 33% 23 石油・石炭製品 6 1 17%
8 情報・通信業 26 8 31% 23 保険業 6 1 17%
9 その他⾦融業 10 3 30% 26 卸売業 49 7 14%
9 小売業 47 14 30% 27 倉庫・運輸関連業 8 1 13%
11 鉄鋼 17 5 29% 28 ゴム製品 10 1 10%
11 非鉄⾦属 17 5 29% 29 医薬品 23 2 9%
11 機械 55 16 29% 30 海運業 5 0 0%
14 不動産業 11 3 27% 30 空運業 3 0 0%
15 電気・ガス業 20 5 25% 30 鉱業 2 0 0%
16 電気機器 90 22 24% 30 証券、商品先物取引 2 0 0%
16 ⾷料品 45 11 24%
出所：東洋経済新報社『CSR 総覧』2018 年版、各社の環境開示データを基に筆者作成。
なお、母数は、Scope1 と Scope2 の排出量を開示している企業数 762 社である。
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⑤　 抽出された 223 社は、炭素生産性（2013 年度
から 2016 年度までの毎期の営業利益を同じ
く毎期の自社の Scope1 と Scope2 を合計した
二酸化炭素排出量で除して算出）が 4 年連続
で改善した企業を抽出したものであった。こ



























した 223 社の中で、2013 年から 2016 年まで
の毎期の Scope1 と Scope2 を合計した二酸化
炭素排出量が、毎期総量で減少している企業
を抽出してみたところ 40 社が該当した（図














＋ Scope2 合 計 」、 期 間 を「2013 年 度 か ら
2016 年度の 4 会計年度」と条件を限定した下




を実現している企業は 40 社（約 5％）である
ことがわかった。




化学 10  25.0%
繊維製品 5  12.5%
銀⾏業 1  2.5%
建設業 3  7.5%
電気機器 3  7.5%
輸送用機器 3  7.5%
機械 1  2.5%
情報・通信業 2  5.0%
⾷料品 2  5.0%
鉄鋼 2  5.0%
電気・ガス業 2  5.0%
陸運業 2  5.0%
その他⾦融業 1  2.5%
その他製品 1  2.5%
小売業 1  2.5%
⽔産・農林業 1  2.5%



















































1 位 2 位 3 位 4 位 5 位
医薬品 2018 年 6 月 21 54.4 第一三共 アステラス製薬 エーザイ 塩野義製薬 中外製薬
化学 2019 年 5 月 37 53.7 住友化学 富士フイルム HD
積⽔化学
工業 三井化学 日立化成
電気機器 2014 年 8 月 47 48.7 ソニー 東芝 リコー コニカミノルタ 富士通
精密 2019 年 1 月 6 48 ニコン オリンパス テルモ シチズン時計 島津製作所
建設・不動産 2018 年 2 月 25 47.2 積⽔ハウス 戸田建設 鹿島建設 大東建託 大成建設
輸送用機器 2015 年 2 月 25 46.7 日産自動車 本田技研工業 豊田合成 トヨタ自動車 マツダ
運輸 2018 年 10 月 25 45.8 川崎汽船 東日本旅客鉄道 小田急電鉄 日本郵船 商船三井
機械 2019 年 1 月 24 45.5 ナブテスコ 日立建機 ダイキン工業 クボタ ダイフク










SOMPO HD 野村 HD 第一生命 HD































室効果ガス排出量を 2013 年度比で 57％ 以上削減
するという長期目標を掲げ、その目標について、













出する GHG 排出量及び電気使用量（GHG プロト




























































場する 762 社中約 3 割の企業が、2013 年度から




















②　 今回の研究では GHG プロトコルに基づく





Scope1 と 2 の CO2 排出量ほど多くないから
である。企業の温室効果ガス排出削減の取り



















代の 2050 年日本社会像～（WWF ジャパン委
託研究）』.
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ング～ 実効性を重視した取り組み評価 ～ Vol. 
9『機械・精密機器』編』
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 1　 OECD (2002) P.1








される毎に産出される GDP を現在の約 740
ドルから 7,300 ドルに増やす必要があるとし





産性向上に要した時間の 3 分の 1 の時間で達
成しなければならないとしている 。
 4　 リコーホームページ（閲覧日：2019 年 9 月 8 日）
h t t p s : / / j p . r i c o h . c o m / e n v i r o n m e n t /
management/earth.html
 5　 ウィンストン (2015)p.119-120, モニターデロ
イト (2018)P.31-33 など
 6　 2009 年における生産量と温室効果ガス排出量
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を含む環境負荷量を 100 として指数化し比較
してある。


























13　 WWF ジャパン (2019)『企業の温暖化対策ラ
ンキング ～ 実効性を重視した取り組み評価 
～ Vol. 10『素材産業①』編 ―「化学」「ガラス・
土石製品」「ゴム製品」「繊維製品」「パルプ・
紙」―』P.11
14　 WWF(2017)(2018), TCFD(2017) 等。　
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Understanding the present situation around the decarbonization 
of business in Japanese companies utilizing the concept of 
decoupling
MASAATSU TAKEHARA
Faculty of Social Information Studies, Otsuma Women’s University
Abstract
The world has quickly shifted towards decarbonization since the Paris Agreement of 2015. This 
article analyzed the level of decarbonization achieved by Japanese companies in their business by 
using the concept of “decoupling”. Firstly, “the carbon productivity” was defined as dividing “the 
amount of the operating profit in each period” by total amount of CO2 emission of Scope 1 and 
Scope 2 in GHG Protocol”. Companies which improved this carbon productivity every period in 
the 4 years from 2013 to 2016 were selected. Companies improving the carbon productivity are 
companies which achieve decoupling. As a result, 223 out of 762 listed Japanese companies which 
disclosed carbon data achieved the improvement of carbon productivity. However, there are two 
types of decoupling, “absolute decoupling” and “relative decoupling”, and a company needs to 
aim at achieving “absolute decoupling” in medium and long-term in order to achieve the goal set 
by the Paris Agreement. In this research, 40 out of 223 companies which improved the carbon 
productivity achieved absolute decoupling by decreasing CO2 emission (Scope 1 and Scope 2 
combined) and increasing operating profit every period simultaneously. The improvement of 
carbon productivity varies from industry to industry. In chemistry and the textile industries, more 
than 50 percent of companies continued to improve carbon productivity. On the other hand, in 
industries, such as pharmaceutical and rubber products, the ratio of companies improving carbon 
productivity was relatively small. 
Key Words（キーワード）
Paris Agreement（パリ協定），Decarbonization of business（事業活動の脱炭素化），Decoupling（デ
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